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◆２０２２春闘もいよいよ大詰め、本日が回答指定日で

す。ホンダや NEC、東芝などの企業は既に労使交渉に

おいて満額で妥結するなどベースアップを行うとしてい

る企業が相次いでいます。ある重工業メーカーの執行

役専務はオンライン形式の記者会見にて「成長には社

員のモチベーション（動機付け）が必須だ、メッセージを

きちんと出したい！」と発言する企業がある中でＪＲ貨

物はどうだろうか？毎度の自然災害や計画未達を理由

にベースアップを実施しない、また急速な物価上昇でた

だでさえ賃金の少ない青年部員の生活は火の車であ

る。このままでは若い社員が未来像を描けず、大量に辞

職してしまう時が来てもおかしくありません。だからこそ、

会社はベースアップを行い労働者に投資するべきだ！ 

 

 

 

 


